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前 書 き 

 

 高齢化の進展等に伴う我が国における年間死亡者数の増加、製品の動作不良に起因する死亡事故

の発覚や犯罪行為による死亡の見逃し事案の発生等を契機として、死因究明に対する国民の関心が

高まり、また、平成 23 年には東日本大震災が発生し、身元確認作業が困難を極め、身元確認体制

の整備の重要性が改めて認識され、死因究明等の推進に関する法律（平成 24年法律第 33号。平成

26年失効）が制定された。 

平成 26 年には、同法に基づき、専門的機関の全国的な整備、人材育成、実施体制の充実、科学的

調査の活用等 8項目を重点的施策とする「死因究明等推進計画」が閣議決定され、現在まで同計画

に沿った取組が続けられている。 

令和元年、我が国における死因究明等の現状が、諸外国と比較しても依然として十分な水準にあ

るとは言い難い状況にあるとの認識の下、失効した死因究明等の推進に関する法律に代わり、今後、

死因究明等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、新たに恒久法として死因究明等推進

基本法（令和元年法律第 33 号。令和 2 年 4 月 1 日施行）が制定された。同法に基づき、今後新た

な死因究明等推進計画が策定されることとなっている。 

我が国の年間死亡者数は、平成 24 年の約 126 万人から令和元年には約 138 万人となっており、

今後、令和 11年には約 159万人と、約 21万人の増加が見込まれている（国立社会保障・人口問題

研究所推計 出生中位（死亡中位）推計）。また、①在宅死亡者数は、平成 24年の約 16万 1,000人

が令和元年には約 18万 8,000人、②高齢者の一人暮らし世帯数は、平成 22年の約 479 万世帯が 27

年には約 593 万世帯に増加している（総務省「国勢調査」及び厚生労働省「人口動態調査」）。さら

に、近年の警察における取扱死体数は毎年約 17 万体程度（交通関係及び東日本大震災の死者を除

く。）と高水準で推移しており、不自然な死を遂げた者の死因究明を行うことは、死者や遺族の権利

擁護、事故や犯罪の見逃し防止と同種の被害の拡大防止、死因究明により得られた知見による公衆

衛生の向上等のため大きな意義を持つとされている。 

この政策評価は、以上のような状況を踏まえ、平成 26 年に策定された死因究明等推進計画に基

づく各府省の取組について、総合的に推進されているか等の観点から、その実施状況を調査し、効

果を検証するとともに、今後の課題の把握、整理・分析等を行い、新たな死因究明等推進計画の策

定を始め関係行政の今後の在り方の検討に資するために実施したものである。 

なお、本政策評価が、死因究明等推進基本法において規定された死因究明等推進地方協議会が各

都道府県の状況に応じた死因究明等に関する施策の検討を行うとともに、当該施策の実施を推進し、

その実施の状況を検証・評価するための実効性ある議論の場として活用されるための参考となり、

もって地域の状況に応じた死因究明等に関する取組の更なる推進の一助になれば幸いである。 
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